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マラウイ月報（２０２２年２月） 

 

 

 

 

主な出来事 

【内政】  

● 予算委員会での大統領演説 

● ジョイス・バンダ元大統領がアフリカアジア女性グループ議長に任命 

● 大統領演説批判に対してチャクウェラ大統領が答弁 

 

【外交】 

● アフリカ連合（ＡＵ）通常会合 

● 中国との議会グループ結成 

● チャクウェラ大統領が第６回ＥＵ―ＡＵサミットに出席 

● ８０名の外交官が赴任待機 

● ウクライナ情勢悪化に伴うマラウイ政府の対応 

 

【新型コロナウイルス】 

● 政府はワクチン接種キャンペーンを推し進める 

● パンデミックレベルを２から１に引き下げ 

● 日本政府からのワクチン供与 

 

【経済】 

● 予算協議が本日開始 

● 経済は回復している－チャクウェラ大統領 

● 経済特区が２４０，０００の雇用創出 

● ２０２２／２０２３年度予算案の発表 

 

【開発協力】 

● WFPは４．１３億クワチャを被災者支援に 

● アメリカが災害支援に向けて８，１００万クワチャを提供 

● 中国が１．２９億クワチャをサイクロン・アナの対応に対して寄付 

● 国際協力機構（JICA）がマラウイ政府に対して２億クワチャを寄付 

● ＥＵは５０万ユーロの人道支援を約束 
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【内政】 

・予算委員会での大統領演説 

 ３日、第４９回議会における第５回会合及び２０２２年度予算委員会においてチャ

クウェラ大統領が開会挨拶を行った。同大統領は、２０２１度中のトンセ同盟による

各種優先課題への取り組みを高く評価し、２０２２年度の優先取り組み課題及び経済

的展望を提示。特に、各種政策課題分野におけるシステム修復・改善を強調した。さ

らに、２０２１年度中の目標としていた１００万人の雇用創出に僅かに届かないまで

も、９９７,４２３人の雇用創出を実現したと主張した。しかし、野党から及びSNS上

では、同数字を証明する資料が公開されていないとして疑いの声が挙がった。（４日

ネーション紙１～４面、４日タイムズ紙１～４面） 

 

・労働大臣が雇用創出数に言及 

 トンセ同盟によって１００万人の雇用創出目標に対して９９７,４２３人の雇用を創

出されたとの大統領演説に関して世論から疑問の声が挙がっている中、カムツクレ労働

大臣は、国際労働機関（ILO）の基準に照らして、個人事業や家族労働を含む何らかの

形での収入を生み出した実績としての合計数であると説明した。また、生み出された雇

用が熟練労働者に対するものか非熟練労働者に対するものかに関わらず、国民の生計の

元となった限りは経済活動に貢献した仕事として尊重すべきであるとつけ加えた。一方

で、ナンクムワ野党代表は、どこで創出された雇用かが不明確であり疑わしいと反論し

た。（８日ネーション紙１～３面、８日タイムズ紙３面） 

 

・ジョイス・バンダ元大統領がアフリカアジア女性グループ議長に任命 

アジア・アフリカ女性エンパワーメント開発会議は、ジョイス・バンダ元大統領を名

誉議長に任命した。評議会と協会の外交団委員会はバンダ氏について、女性の開発と能

力強化の分野において傑出した功績を残した旨発表した。 

同元大統領事務所の報告によると、バンダ氏は女性や少女が受ける差別や限界に関す

るディスカッションを主導し、ジェンダーに基づく暴力（GBV）に対する反対運動への

協力、少女や女性のリーダーシップ参画への支援を行う予定。女性の質の高い教育への

アクセスの確保等の活躍が期待されている。なお、バンダ氏は、２０１２年４月から２

０１４年までマラウイ大統領を務めた人物である。（１０日タイムズ紙４面） 

 

・大統領演説批判に対してチャクウェラ大統領が答弁 

 冒頭、チャクウェラ大統領は、大統領が議員からの質問に答えることは重要な功績で

あるとして、議員らに対し、将来の大統領が質問に答えない場合の罰則を規定する法律

を施行するよう促した。 

PP のチムペニ議員は、汚職との戦いには多大な資金と複数政府機関による共働が必
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要なことから、反汚職局（ACB）が迅速に調査を実施できるように財源補填ができるの

かと質問し、反汚職局が行政府からの干渉を受けない機構運営を保証するよう要求した。

チャクウェラ大統領は、ACBの２０２２年度予算を例年より増やし人的資本を拡充する

ための追加予算も割り当てたとして、そうした財源の提供自体が ACBの独立性を保証し

ている証拠であると応答した。また、UDF のジョロバラ議員から、ACB 局長を会議に呼

ぶのは干渉ではないかと指摘があったのに対して、国家の首長として各機関の運営状況

を把握することは必要であると主張した。 

DPPのムピンガンジラ議員は、トンセ同盟は１００万人の雇用創出目標に対して９９

７,４２３人の雇用を創出したとの大統領演説に関して質問した。チャクウェラ大統領

は、２０２１年度だけで９５万以上の雇用創出を実現したと繰り返し、８ヶ月前に６０

万の雇用が失われたと発表した際には誰もその詳細を歯牙にも掛けなかったにも関わ

らず、雇用創出の話になった途端に職種や収入額の追及を受けるのはおかしいと反論し

た上で、雇用数の算出に関しては今後共通の定義を設ける必要があるだろうと述べた。

（１６日ネーション紙１～３面、１６日タイムズ紙１、３面 ） 

 

【外交】 

・アフリカ連合（AU）通常会合 

 ７日、アディスアベバにおいて５日及び６日に開催された AU 通常会合に出席してい

たチャクウェラ大統領はマラウイに帰国した。「アフリカ大陸における栄養レジリエン

スの構築と食料安全保障：農業の強化、人的資本の加速化、社会経済開発」と題した会

合には５５カ国が参加した。会合の成果に関して、チャクウェラ大統領は、大半のアフ

リカ諸国がマラウイと同様の課題に直面しており、特に気候変動対策はアフリカ諸国の

協力体制なしには実現しないと明かした。また、同大統領は会合のサイドイベントにお

いて、リロングウェのカムズ中央病院癌センター完成に向けた支援を要請するロビー活

動を行った。（８日タイムズ紙１，３面） 

 

・中国との議会グループ結成 

 ３日、リロングウェにおいてマラウイ・中国議会友好グループの結成式が執り行われ

た。同グループはマラウイ議会及び中国議会の繋がりを強化することを目的として設立

された。中国大使は、議会が立法、財政管理、ガバナンス等の開発にとって重要な役割

を有しているからこそ、同グループの結成は両国にとって大きな出来事であり、マラウ

イの中国理解を進める上でも両国の関係を支える上でも重要な役割を担う、定期的な対

話によりガバナンスの経験の共有を促す、と述べた。ハラ国会議長は、中国政府に対す

る感謝の意を表明し、同グループにより議会はデジタル化等のテクノロジー分野での恩

恵を受けることに繋がる、との期待を述べた。（８日ネーション紙４面） 
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・ＥＵ―ＡＵサミットに関するＥＵ大使の記者会見 

 １６日、ブリュッセルにおいて１７日及び１８日に開催されるＥＵ―ＡＵサミットに

関して、スキンバッハＥＵ大使が記者会見を行った際に以下のとおり発言した 

チャクウェラ大統領は、同サミットに出席し、ウルピライネン欧州協力開発担当委員

と面会する予定。ＥＵとマラウイの関係は今後さらに成熟していく一方で、未だ政府開

発援助がマラウイにとって重要な役割を果たしていることは否めない。よって、大統領

がブリュッセルを訪問することは今後の継続的な援助のために必要であり、その協力関

係がヨーロッパによって何を意味するのかも明確にする必要がある。同サミットは両大

陸が共通のビジョンを掲げる機会になる。ＥＵは１,５００億ユーロを確保しており（１

０日、ライエン欧州委員会委員長はセネガルにおいて、アフリカ大陸に１,５００億ユ

ーロを超える開発パッケージの用意があることを発表した。）、安全保障、投資、教育、

医療、多国間主義及び移民等に関するイニチアチブがアフリカのパートナーとの戦略的

なビジョンの下で実施される見込みで、最近には、２０２１‐２０２４年のマラウイ開

発援助費として３億５２００万ユーロが承認された。今後、海外直接投資を呼び込むた

めには、マラウイにおける官僚主義の排除、予測可能性の向上、土地所有権等のルール

作りや規則整備に取り組む必要がある。 

 

・チャクウェラ大統領が第６回ＥＵ―ＡＵサミットに出席 

 １７日及び１８日、チャクウェラ大統領は、ブリュッセルで開催された第６回ＥＵ―

ＡＵサミットに出席した。終了後、ライエン欧州委員会委員長との共同記者会見では、

両者から、グリーン・トランジション、交通ネットワーク、衛生、持続可能な農業、医

療及び教育等、今後投資を行うべき明確な目標及び優先順位付けができたとの公表がさ

れた。特に、ライエン欧州委員会委員長は、自由貿易協定における大陸内の交通インフ

ラ整備に基づく接続性にも言及し、あらゆる分野において両国で取り組んでいくことに

同意したと述べた。また、夏までに最低４５０万回分の新型コロナウイルスワクチンを

供与する旨合意したと発表した。（２１日ネーション紙１面、２０日タイムズ紙２面） 

 

・８０名の外交官が赴任待機 

 ２０日時点で、トンセ同盟が数ヶ月前に任命した８０名以上の外交官が渡航資金の不

足により赴任待機状態となっている。中には２０２１年６月に任命された者もおり、任

命時に前職を離職しているため、赴任の遅れにより生活が切迫してきていると訴えてい

る。外務省は資金不足による遅延であると主張しているが、政府は遅延により欠員が出

ているヨハネスブルク領事館等の使節団で代理を雇うなどの矛盾も散見されている。

（２１日ネーション紙１～４面） 

 

・ウクライナ情勢悪化に伴うマラウイ政府の対応 
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 外務省は、ロシアのウクライナ侵攻が開始したことに関し、現地に留まっているマラ

ウイ人が他にもいないか事実確認を継続するとしている。同省は最低１名の女子学生が

現地で身動きがとれなくなり支援を待っている状態であることを確認した。カバゲ外務

報道官は、ベルリンのマラウイ使節団が同学生を無事にマラウイに送還できるよう、ま

ずはポーランドへの輸送手配にあたっていると述べた。 

２５日、チャクウェラ大統領はアフリカ連合及び国際社会に同調して、ロシア－ウク

ライナ間での戦争の終結及び平和的交渉を進めるため、ロシア軍の撤退を呼びかけた。

（２８日タイムズ紙２面） 

 

【新型コロナウイルス】 

・政府はワクチン接種キャンペーンを推し進める 

 １日、チポンダ保健大臣はワクチン接種を加速化するため、ワクチン・エクスプレス・

プログラムの第２フレーズ開始を発表した。同大臣は、より多くの人々や地方自治体等

におけるワクチンの正しい理解に繋がるだろうと述べた。また、昨年末にかけて接種率

が停滞したこと、それにより、昨年１１月時点で１２月３１日が使用期限となるアスト

ラゼネカ社製のワクチン７万本が余っていたことに関して、保健省及び大統領タスクフ

ォースが大きな懸念を抱いていたことを説明し、政府及び開発パートナーが国民への接

種の加速化を望んでいることを明らかにした。さらに同大臣は、現在４月までに消費し

なければならないワクチンが５０万本あり、これまでの傾向に基づいて、５月から６月

にかけて再び感染が拡大していく恐れがあることからも国民の接種の重要性を強調し

た。（２日ネーション紙３～４面、２日タイムズ紙４面） 

 

・パンデミックレベルを２から１に引き下げ 

 政府は、感染者数の継続的な低減に伴い、新型コロナウイルス対策に関する規制を緩

和する旨発表した。記者会見で、大統領タスクフォースの議長でもあるチポンダ保健大

臣はパンデミックレベルを２から１に引き下げるとした上で、屋内イベントでの最大収

容人数を１００人から５００人に、屋外イベントは２５０人から２,０００人に変更す

るとした。職場及び公共交通機関での制限も緩和されたが、引き続きマスク着用、手指

消毒、ソーシャルディスタンスの確保等の基本的な予防措置は継続するよう呼びかけた。

渡航制限も完全に解除され、入国前７２時間以内に取得した陰性証明所及び電子版のワ

クチン接種証明書を保持する限り、全ての到着者によるマラウイ入国が許可される。（１

７日ネーション紙４面） 

 

・日本政府からのワクチン供与 

 ２６日、マラウイはＣＯＶＡＸ経由で日本政府から供与された２７７,０８０回分の

アストラゼネカ社製ワクチンを受け取った。同ワクチンはリロングウェのカムズ国際空
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港に到着。本年第１四半期に受け取る見込みとなっているワクチンの一部である。同期

間中に、マラウイはアストラゼネカ社製ワクチン３９６,０００回分、ジョンソン・ア

ンド・ジョンソン社製ワクチン３８８,０００回分及びファイザー社製ワクチン７１４,

０００回分を受け取る予定。保健省の発表によると、今回到着した２７７,０８０回分

のワクチンは本日（２８日）から全ての医療センターで接種が可能になる。（２８日ネ

ーション紙４面） 

 

【経済】 

・予算協議が本日開始 

国会は３日、２０２２／２０２３年度予算協議を開始した。 

ナンクムワ野党代表兼 DPP 党首は，大統領の施政方針演説（State of the Nation 

Address:SONA）は、国内で日常必需品の高騰や公務員に対する最低賃金の手取り、経済

活動が不活発な民間セクター、クワチャの下落による製品や光熱費等の高騰など，サー

ビス供給が悪化している時に発表された旨述べた。同 DPP党首はまた、マラウイ人は大

抵その日暮らしの生活に苦しんでいる、我々は大統領がどのように現在の状況を改善す

るか明確なロードマップを提示することを期待する、マラウイ人が望んでいるのは１０

０万の雇用の創出、電力の無償化、パスポート費の削減といった約束を実現することで

ある旨述べた。 

ポヤ統一民主戦線（UDF）党首は、昨年の予算で政府が子ども１人に対して提供した

金額は２クワチャにも満たなかった、マラウイ２０６３においても、我々は次代を受け

継ぐ子ども達を守れていない旨述べた。昨年の大統領演説でチャクウェラ大統領が長期

的ビジョンとして発表したロードマップであるマラウイ２０６３は、来る４年間に、永

久的な食の安全保障、若者への雇用創出、富の創出を達成するという３つの主な分野を

目標にしている。（３日タイムズ紙１，３面） 

 

・経済は回復している－チャクウェラ大統領 

 ３日、チャクウェラ大統領は、国民がより良い生活を送れるようセーフティネット含

め、多くの回復政策を実行しているため経済は徐々に回復している旨述べた。しかし、

経済専門家は同大統領に対し、経済の問題は感覚的なものではなく、実際に起きている

現実であると警告した。３日に国会で開かれた２０２２／２０２３年度予算委員会の開

会挨拶で、同大統領は今年は４．１％の経済成長が見込まれている旨述べた。この予測

は昨年の予測の３％を上回っており、２０２０年の実質成長率０．８％よりも高い。同

挨拶でまた、９９７，４２３の雇用の創出の達成やコロナによる影響にもかかわらず、

政府は安価投入資材プログラム（AIP）等を含めた効果的な介入策を実施したことで経

済が成長した旨述べた。（４日ネーション紙４面） 
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・マラウイは産業開発においてあまり競争的ではない－国連 

 国連は，産業開発において製造業が弱いことを理由にマラウイを低くランク付けした。

ランクは国連工業開発機関（UNIDO）の報告書によるものであり、産業開発競争力にお

いてマラウイは１５２カ国中１４３位であった。同報告書によると、他の国々に比べて、

マラウイのように製造システムが脆弱な国はコロナの世界的大流行によって引き起こ

された経済危機やその他の衝撃に耐えられていない。 

 チムワザ・マラウイ商工会議所（MCCCI）総裁は、国内の産業開発と競争力を考慮す

れば報告書の調査結果は驚くべきものではない、製造業を発展するにあたり関係機関や

民間セクターとの協調や努力が限られている旨述べた。（４日ネーション紙ビジネス欄

１３面） 

 

・過去６ヶ月で金による収入が２６億クワチャに 

 マラウイは過去６ヶ月で、金産出により３２０万米ドル（約２６億クワチャ）を獲得

し、数年間表に出なかった鉱業の可能性が明らかになった。マラウイ政府は、昨年マラ

ウイ準備銀行（RBM）を通じて金の市場を設置し、不法な金の搾取を解決するために RBM

を唯一の国内のバイヤーに指名した。外貨獲得収入源として貢献するには少額に見える

一方、我々の外貨獲得源の多様化への正しい道筋があるという自信となった。RBM は、

２０２２年の半年間に宝石用原石を購入し始める予定で、その全てが外貨収入と外貨交

換にプラスの影響を与える。他方、鉱物の専門家は政府に対し、大きな採掘企業を呼び

込むことになるマラウイで、金の埋蔵量を計測するため調査を即時に行うよう促した。

（１０日ネーション紙１，２面） 

 

・マラウイ電力公社（ESCOM）の CEO任命 

 ESCOMの理事会は、カムクワンバ・ワイェラ・クムウェンダ氏を同社の CEOに任命し

た。同氏は２月８日から着任している。同氏は公認会計士で２５年以上の経験があり、

Press Group of Companies の CEOを１０年間務めた。理事会は、クムウェンダ氏が国

内の社会経済開発における ESCOM のミッション達成を促進すると願っている。（１５日

ネーション紙） 

 

・経済特区が２４０，０００の雇用創出 

 チャクウェラ大統領は，政府は経済特区計画を通じて２４０，０００の雇用を創出し

ようとしている意図を述べた。同大統領はまた、国内の３つの地域において既に６２４

ヘクタールを割り当てており、南部には農業製品加工や小型製造を中心として２２．７

ヘクタールのチグムラ産業地を設け、１２８ヘクタールのマティンディでは製造、農業

製造、化学医療、鉱物加工、建設用品製造を割り当てる予定と述べた。 

 これに対しナンクムワ野党代表は、トンセ同盟は経済特区計画に署名しているが、過
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去２年間で動きが見られていない旨述べた。（１６日タイムズ紙ビジネス欄１，３面） 

 

・２０２２／２０２３年度予算案の発表 

 １８日，グウェングウェ財務・経済大臣は２０２２／２０２３年度政府予算案を提出

した。２０２２／２０２３年度予算案は、「Accelerating Implementation towards Worth 

Creation, Job Creation and Food Security（富の創出、雇用創出、食料安全保障に向

けた実施の促進）」のテーマの下策定された。昨年１１月に発表されたマラウイ２０６

３に示されている優先事項に沿った内容である。総予算額は２．８４兆クワチャで GDP

の２４．９％。 

 

２０２２／２０２３年度予算見積もり 

・総歳入と借入の合計は、１．９６０兆クワチャ。国内歳入は GDP１７．２％に該当す

る１兆６，３６０億クワチャ。この内、１兆５，２８０億クワチャが税収入、１，０７

８億クワチャが他の歳入。 

・資金援助が３，２０３億クワチャ（GDP２．８％。２，７８４億クワチャが国際機関

から、４１９億クワチャが他国の政府からの供与）。 

・総歳出は、２兆８，４００億クワチャで GDP２４．９％に該当。 

・総収支は、マイナス８，８４０億クワチャであり，GDP７．７％に該当。その財源は、

海外借入が２，３００．７億クワチャ、国内借入が６，５３８．９億クワチャとなる見

込み。 

 

主要分野への予算配分（金額が多い順、予算比） 

・教育            ４，６２２．４億クワチャ（１６．３％） 

・農業            ４，４７６．６億クワチャ（１５．８％） 

・保健            ２，８３５．７億クワチャ（１０％） 

・ガバナンス・法の支配        ６１０億クワチャ（２．１４％） 

・エネルギー・産業・観光開発   ５４０．２億クワチャ（１．９％） 

 

（１９日ネーション紙、１９日マラウイ・ニュース） 

 

【開発協力】 

・WFPは約４．１３億クワチャを被災者支援に 

 WFPは、マラウイ国内のサイクロン・アナの被災者支援に乗り出し、チクワワ、ムラ

ンジェ、ンサンジェ、パロンベ県の約２１，０００世帯に対しコーン大豆ブレンド（CSB）

を供給すると約束した。ターンブル WFP常駐代表は、被害評価の実施後、はじめの支援

には５０万米ドル（４億１，２５０万クワチャ）を要する旨述べた。 
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 UNICEF は２日、避難所に住む避難者を優先した物資配給を開始した。支援対象世帯

に、栄養失調を防ぐために１２キロの支援物資を配布する予定。（４日タイムズ紙５面） 

 

・アメリカが災害支援に向けて８，１００万クワチャを提供 

アメリカ政府は、マラウイ南部を襲った洪水による国内の緊急人道的ニーズを満たす

ために１０万米ドル（約８，１００万クワチャ）を提供した。右支援はチャクウェラ大

統領による国家災害宣言とドナーに対する支援要請に応じたものである。同文書ではま

た、洪水の被災者に、緊急に必要な避難所や水、衛生物資を提供するため、アメリカ国

際開発庁（USAID）とカトリック・リリーフ・サービス（CRS）はマラウイ政府とパート

ナーシップを結んでいる旨述べられている。避難者が自らのコミュニティに戻った後、

USAIDは彼らが自らの住居を再建できるための建設物資を提供する予定。 

先月２６日、チャクウェラ大統領は、マラウイ南部で洪水による被害を受けた全県で国

家災害宣言を発表しており、災害管理局（DoDMA）が最近発表した数字によると、サイ

クロン・アナによる死者は現在３８名となっている。 

 

・国連は災害対応支援を約束 

シューウェンク国連常駐代表代行は、チクワワ県とンサンジェ県の人々を訪問時に、

洪水の被災者に対して更なる支援を約束した。同代表代行は、視察の目的は現場の状況

を評価すること、ニーズは非常に高く、インフラの損傷は甚大である、住居と食糧がキ

ャンプ内で不足している物資であり、被災者に対して３００万米ドルの国連協働支援が

ある旨述べた。（１０日タイムズ紙５面，１０日ネーション紙７面） 

 

・中国が１．２９億クワチャをサイクロン・アナの対応に対して寄付 

中国政府は、サイクロン・アナへの対応に対して、マラウイ政府に１．２９億クワチ

ャを寄附した。１０日、リュウ中国大使は、サイクロン・アナで被害を受けた人々に対

し、お悔やみの言葉を述べ、同支援はチャクウェラ大統領が国家災害宣言をした後、被

災者に対する支援要請に応えるものである旨述べた。 

カレンバ DoDMA局長は、マラウイが災害に遭い人道支援が必要なときにはいつも中国

政府は DoDMAに近く寄り添ってくれている、我々はキャンプ内にいる人々に対して食料

や避難所の供給、後には生活の再建に対して未だ高いニーズがある、中国大使館によっ

て寄付された資金は、キャンプ内の混雑状況を改善するため、食料や避難所の提供のた

め迅速に使用される旨述べた。（１０日 DoDMA公式 Facebook） 

 

・嵐の被害への支援者は他の県を見過ごしている 

マンゴチ県の災害オフィスは、サイクロン・アナの被災者を支援している組織に対し、

シレ地域のンサンジェやチクワワ県だけに焦点を当てないよう求めた。 
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マンゴチ県の救援・復旧オフィサーは、DoDMAを通じた中央政府のみが県内の被災者

に手を差し伸べている、多くの支援がシレ地域の被災者の手に渡っているが、同地域か

ら離れた同県では少しの支援も受けられていない旨述べた。 

マンゴチ県では、６つの Traditional Authority(T/A)の６，０００世帯近くが右サ

イクロンにより被害を受けており、３，５００人が学校の建物の損傷により教育を受け

ることが困難になっている。（１０日タイムズ紙３面） 

 

・国際協力機構（JICA）がマラウイ政府に対して２億クワチャを寄付 

 JICA はサイクロン・アナの被害者救済のため、マラウイ政府に対して２億クワチャ

相当の緊急支援物資を寄付した。寄付内容はテント５００張、ブランケット１，８００

枚、プラスチックシート１００枚。岩切大使は、被災者や亡くなられた方々に対してお

悔やみの言葉を述べた。丹原 JICA所長は、マラウイは災害リスク削減（DRR）を強化す

る必要性が高い旨強調した。カレンバ DoDMA局長は、チャクウェラ大統領の国家災害宣

言に応えた日本の人々と日本政府を賞賛した。（１４日ネーション紙７面） 

 

・道路公社（Road Authority）が M1の入札有効時期を延期   

 道路公社と入札者は、M1（当館注：国道１号線）の数か所を修復するため、昨年１１

月に期限が切れていた入札有効期間を延期した。M１の修復事業は、カムズ国際空港か

らカスング、カスングからジェンダ、ジェンダからムジンバ、カチェチェからチウェタ

の４か所に分割されている。 

 ２０１９年１１月、マラウイ政府と EU は３４７キロ以上に及ぶ M１の修復事業とし

て約１，２９０億クワチャの財政合意を結んでいる。（１５日ネーション紙２、３面） 

 

・ＥＵは５０万ユーロの人道支援を約束 

ＥＵは、先日南部を崩壊したサイクロン・アナによる被害者救援のため、５０万ユー

ロの人道支援を約束した。資金は、６，１８１世帯の被災世帯に対して食糧や他の緊急

ニーズのために緊急現金給付を実施している Oxfamに使用される予定。 

ミホワ Oxfamカントリーディレクターは、サイクロン・アナは、所有物や食糧の損失

による被災県内での人々の生活に多次元的な影響を及ぼし、生産的になるための人々の

可能性を破壊させた旨述べた。 

DoDMAは、９９３，１４９人の被災者に対して包括的な人道支援を行うために、７２

７億クワチャ（注：８～９，０００万米ドル程度）を必要としている。（２８日タイム

ズ紙２面） 


